
251

わが国記行業における規模の経済性とその源泉＊

野間敏克・筒井義郎

e
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1　はじめに

　金融自由化の進展する中で，望ましい金融シス

テムに向けてのシナリオを書かなけれ’ばならない

今，金融取引の主役である銀行業がどのような性

質を持つ産業なのか，改めて明らかにしておく必

要が生まれ’ている。なかでも銀行業のはたす役割

と銀行業で消費される資源との関係を究明するこ

とは重要である。小論は，そのような問題意識に

もとつく実証的分析である。

　小論の第1の目的は，賃金率を考慮したコブ・

ダグラス費用関数を用いて，都市銀行，地方銀行，

相互銀行（以下，それぞれ都銀，地銀，相銀と略

す）の業態別に規模の経済性を比較し，その年次

的変化の特徴を明らかにすることである。

　小論の第2の目的は見いだされた諸特徴の原因

を追求することである。そのために，いくつかの

分析を行なう。ひとつは，検出された規模の経済

性が銀行業における技術的な性格を純粋に表した

ものなのかどうかを検討することであり，もうひ

とつは，都銀相互間の格差の分析である。産出量

の指標として採用した貸出残高を，貸出件数と1

件あたりの貸出残高（以下貸出サイズと呼ぶ）に分

解し，各業態の規模の経済性がどちらに由来して

いるのかも検討する。さらに，プーリング・デー

タによって，技術進歩が規模の経済性に与えた影

響も明らかにしよう。

　あらかじめ各節の構成とその結論を要約してお

こう。まず2節では，賃金率の係数が，地銀，相

銀については有意に正であることを示す。それに

　＊　本稿作成の過程で，浜田宏一，蝋山昌一，奥村

洋彦，黒田巌，根津永二，鬼木甫，古川顕，の各氏，

ならびに本誌レフェリーから貴重なコメントを頂いた。

記して感謝申し上げる。

より，費用関数の説明変数から賃金率を除外すべ

きでなく，それを除外した従来の諸研究は規模の・

経済性を過小に評価していたことがわかる。また，

業態別の規模の経済性の特徴が叙述される。とり

わけ，都銀の規模の経済性示急速に増大している

ことが見いだされる。

　3節はその原因の追求にあてられる。まず，3－

1項では，見いだされた規模の経済性には規制に

根ざすものもあるが，貸出と資源消費との技術的

な関係に由来する部分も存在することが主張され

る。3－2項では，都銀内部での格差拡大が都銀全

体として急速に規模の経済性の増大している一因

であることを示す。また3－3項では，貸出額を件

数と一件当たりの貸出サイズとに分解して分析し，

近年の都市銀行の規模の経済性強化は，貸出サイ

ズの経済性の増大によるものであることを明らか

にしよう。3－4項では技術進歩が規模の経済性に

与えた影響を評価する。4節は，分析の問題点お

よび将来の課題の叙述に当てられる。

2　規模の経済性

　2－1　分析の前提

　具体的な検討に入る前に，小論での生産関数に

関する前提を説明しておこう。

　銀行の生産物が何であるかについては多くの議

論があり，その生産過程をどのように定式化すべ

きかについてはいまだに議論の一致をみていない。

小論はこの問題について新たな貢献を試みるもの

ではなく，従来の定式化の1つを踏襲するにすぎ

ない。その選択も多分に便宜的なものであり，他

の定式化に比べて優位であると主張するものでは

ないことを，予め断わっておきたい。

　小論では，生産要素は資本と労働であり，生産

物は貸出残高であると考える。したがって，生産
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関数は，

　（1）　　L＝／（K，N）

と表される。（1）と双対な費用関数は，（ア＝ωN十pK

と定義して，

　（2）　0＝9（ゐ，ω，P）

となる。ここで，ωは賃金率，pは資本のレンタ

ル価格である。

　これに対し，運用資産残高，預金残高，銀行の

粗所得（受取利子一支払い利子），預金口座数，貸

出件数等を産出物と見なす立場もある（蝋山・岩

根（1973）参照）。これらの尺度の間の優劣はかな

らずしも明らかにされていない。小論は，基本的

には貸出残高を産出物の尺度として採用するが，

その他の尺度を適宜用いて，結論が保持されるか

どうかを確認することにしたい。

　われわれのアプローチの問題点は，資産及び負

債項目がそれぞれ貸出と預金しかないと仮定して

いることである。複数の産出物を考慮して，Divi－

sia指数を用いること（Benston　et　al。（1982）），あ

るいは規模の経済性の他にeconomies　of　scoPe

の問題を同時に扱うことは，将来の課題である

（後者の試みとしては首藤（1985），粕谷（1986）参

照）。

　銀行の生産は預金を獲得するという第1段階と，

それを貸出に変形するという第2段階からなり，

預金は中間生産物であると考えても，（2）の定式

化を正当化することができる。このアプローチを

黒田・金子（1985）に従って，説明すると次のよう

になる。コブ・ダグラス関数を仮定し，預金を

D，貸出をしで表すと，各々の生産関数は，

　（3）　エ）＝且KユαN、ゐ

　④　ムーB2v2σ2v2dpε

となる。ここで，瓦Nは資本と労働を，下付き

添字はそれが預金の生産に使われたのか，貸出の

生産に使われたのかを表す。費用恒等式を，

　（5）　　　　0＝γ1ζ十ωハr

と書くと，費用関数は，

　（6）　　　　（＝冒＝〆4’五1／（‘＋篇）γ1／（凄＋冊）躍価』／（‘＋ηの

となる。ここでK＝K1十K2，1V＝2＞『1十鰯，Z＝0十㏄，

㎜＝d十ゐθ，五’はコンスタント項である。

　このアプローチの問題点の1つは，「中間生産
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物」である預金（D）と労働（鰯）資本（K2）とが代替

的であるという仮定である。Dと五との間には

資産制約式，

　（7）　五≧D

が成立するだけで，技術の選択によってエ）と．K2

および碗との代替が可能であるとは考えにくい。

そうであれば，体系は（3），（5），（7）と（4）に代えて，

　（4），　　　五＝B1ζ2CN2〔i

と記述されるであろう（Sealey－Lindley（1977））。

この占領銀行全体としての生産関数はwell－

behavedになるとは限らない。しかし，もし，（7）
　　ほ
が等号で成立すれば，費用関数は（その係数の定

義は異なるものの），（6）と同様コブ・ダグラス関

数で記述することが可能である。

　2－2　規模の経済性一心業態の特徴と変化

　規模の経済性に関するわが国の諸研究は，最近

発表された黒田・金子（1985），首藤（1985），粕谷

（1986）以外はすべて次式を採用している。

　（8）　　1nOF偽十α11且yヒ　ゴ＝1，2，…，■

ただし，0は営業費風7は何らかの指標で表示

した産出量，乞は第ゴ銀行を表す。この推定式は

どのような仮定のもとで正当化されるであろうか。

　一般に，生産関数がコブ。ダグラス型である時，

それと双対な費用関数は，生産要素価格舞⑦＝1，

2，…，K）にも依存し，次式のように表される。

　　　　　　　　　　　　　　ゐ
　（9）　1nO¢＝α。＋α、1ny≧＋Σαf為1np5勘

　　　　　　　　　　　　　　島＝2

生産要素暗面が競争的で，すべての銀行が同じ生

産要素価格に直面している場合にのみ，つまり，

すべての∫について

　　P傭＝毎　　乃＝2，…，K

である場合にのみ，（2）式は

（・・）1・α一翌ﾐ1嘔）価1幽

となり，恥の項を定数項に含めることができる。

したがって，生産要素市揚が完全競争的な場合し

か，（8）の使用は正当化されない。

　（8）の使用に関してわが国の銀行業には特に考

慮しなければならないことがある。それは，地銀，

相銀においては支店配置が地域的に限定されてい

る点である1）。通常の物品ならば，それを購入す

9

∫
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　　表1賃金率を考慮した推定
推定式　109σ＝α〇十αilo9五十α2109ω
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年度

1974

1976

1978

1980

1982

　　全　　体
α0　　α1　α2　歪2

　一2．166　　0．869　　0．225　0．988

（一21．18）．（80．86）　　（2．82）

　一2．304　　0．872　　0．341　0．988

（一22，04）（77．47）　（4．23）

　一2．187　　0．854　　0．386　0．987

（一10．92）（70．22）　（4．37）

　一2，249　　0．850　　0．432　0．988

（一20．59）（69．23）　（5．08）

　一2辱198　　0．846　　0．372　0．986

（一18．23）（6559）　（3．93）

　　都　　銀
α0　　α1　α2　髭2

一〇．973　　0．761　　0．647　0．919

（一〇．90）　（854）　（0．73）

一1．135　　0．732　　1．077　0．902

（一〇．85）　（8．33）　（1．10）

一〇．930　　0，687　　1．278　0．909

（一〇．74）　（9．05）　（1。74）

一〇．686　　0．666　　1．229　0．882

（一〇．45）　（8．73）　（L76）

一〇．264　　0，693　　0．629　0．877

（一〇．18）　　（7r85）　　（0．85）

　　地　　銀
α0　　α1　α2　歪2

一2．079　　0．854　　0．426　0。974

（一8．82）（38．63）　（2．54）

一2．291　　0．865　　0．390　0．969

（一8．75）（37．42）　（2．71）

一2．053　　0．847　　0．353　0．972

（一8．14）（38。64）　（2．36）

一2．260　　0．855　　0．406　0．976

（一9．30）．（40．18）　（2．90）

一1．984　　0．849　　0．234　0．975

（一7．84）（4151）　（1．89）

　　相　　銀
輪　　α1　α2　吾2

一2．769　　0．921　　0．251　0．976

（一13．25）（46．44）　（2．59）

一2．642　　0．903　　0．347　0．975

（一12．31）（42．45）　（3．34）

　一27199　　0，859　　0．325　0．965

（一8．80）（34．56）　（2．52）

　一2．269　　0．866　　0．284　0。968

（一9．36）（95．90）　（2．28）

　一2．278　　0．866　　0．239　0．961

（一8．34）（34．23）　（1．56）

［注］　カッコ内は‘値。95％有意水準は全体，都銀，地銀，相銀それぞれ1．97，2。18，2．00，1．99である。

表2賃金率を考慮しない推定（α1のみ表示）

　　推定式1090＝伽十砺10gL

鞭1全体降銀1地謡相銀
1974

1976

1978

1980

1982

　0．889

（107．13）

　0。904

（104．02）

　0．891

（98．76）

　0．896

（99．01）

　0．882
（94．07）

0．800

（11．53）

0．779

（10．02）

0．736

（9．53）

0．683

（8．21）

0．723

（9，05）

0．875

（45．02）F

O．894

（41．39）

0．873

（44．38）

0．889

（47．04）

0．867

（46．98）

0．945

（51．46）

0．942

（49．06）

0．896

（42．40）

0．899

（44．73）

0．887

（41．16）

る際購入者自身が所在地を変更する必要はないで

あろう。しかし，労働力についてはそうではない。

労働力の購入可能な範囲は労働者の通勤可能圏に

限られ，それを移動させるには相対的に多額の費

用がかかるから，銀行の営業地域が制限されるこ

とによって，銀行が労働者を雇用する市揚も限ら

れることになる。それ，ゆえ，賃金率を定数項に含

めることは，クロスセクション分析においても，

適切でないであろう。本節ではこの問題を検討す

ることにしよう2）。

　前述のように，産出量としては貸出残高Lを，

費用σとしては物件費と人件費の合計を採る。

　1）　昭和52年版「銀行局現行通達集」p．1⑳参照。

全国銀行および相互銀行の都道府県別店舗数は，『日

本金融名鑑』（1985）に記載されているが，それによれ

ば，この通達はかなり良く守られていることがわかる。

　2）賃金率，および，資本のレンタル価格を含めた

費用関数の推定は，既に黒田・金子（1985）によって試

みられている。

生産要素として労働とそれ以外の諸設備のふたつ

を沿え，それぞれの価格をω，pとする3）。ただし，

pについては，労働に比して完全競争の可能性が

高いから，すべての銀行が同一のpに面している

と仮定しよう。pについて信頼性の高いデータを

得ることは極めて困難なので，この仮定はしばし

ば採用されるものである（Edwards（1977））。

　これ’らの前提のもとでは，推定すべき式は

　（11）　　111σz＝αo十α11nL‘十α21nω取口

　　　　　　　　　　乞＝1，2，…，1

となる。ζこで初はi．i．　d．と仮定された撹乱項

である。

　われわれは，他の多くの研究にならって貸出五

は外生的であると仮定する。したがって，（11）を

OLS推定することによってBLUEな推定値が得
られる。

　推定された係数のうちα1は，貸出が1パーセ

ント増加したときに経費が何パーセント増加する

かを示したもの，つまり経費の規模弾力性である。

したがって，ω1が小さいほど規模の経済性が強い

と判定される。また，係数α2は経費に対する賃

金率の影響を表しており，これ’が有意に正である

ならば，賃金率を推定式に含めるべきであると結

　3）　賃金率は（人件費／従業員数）で算出する。ここ

で，人件費は，給与，手当，退職金，退職給与引当金

繰入額，社会保険料，年金拠出金等の合計である。給

与，手当のみをとることもできるが，経済学的概念と

しては広義の人件費に基づくほうが適切であると思わ

れる。この場合，「賃金率」の大きさは，銀行間で2

倍以上の大きな相違がある。
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図1　コブ・ダゲラス型関数による経費の規模弾力性α1の推移

＼　　　　　x＼ 一×

　一＋一都銀

　一〇一地銀

×一沖一相銀

／＼　　　　　＼＋

　　　　　　　　＼》＼／

0．5

1974　75　　76　　77　　78　　79　　80　　81　　82年度

図2　トランスロゲ型関数による経費の規模弾力性・4SEの推移

ωレー＼
　　　　　　　　　×＼x
O，9 一＼×
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一←相銀
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論される。

　銀行合併のない1974年から1982年までを対象

期間とし，各年度についてクロスセクション分析

を行なう。サンプルは都銀12行，地銀61行，相

銀71行，およびそれらの合計（以下，全体と呼

ぶ）144行である4）。

　ωを入れた隔年の推定結果を表1に示す。表2

にはωを入れない場合のα1推定値のみを記そう。

これ，によると，係数α2は，都銀においては有意

度の低い年度が多いが，他業態では有意に正であ

る5）。したがって，地銀や相銀を含

めて銀行全体を分析対象とする揚合

には，費用関数に賃金率を加えるべ

きであろう。

　さて，（11）のように賃金率を含め

た定式化が正しいとすると，それを

落としていた従来の研究は規模の経

済性を過小評価（経費の弾力性を過

大評価）していたことになる（Mad－

dala（1977；p．461）参照）。そしてそ

の大きさは，表1と表2の比較によ

ればおよそ5パーセント程度である

と思われる。

　図1には表1に示した経費の弾力

性の推移を業態別に示している。こ

れらの図表から，次の点が確認でき

る6）。

　1）　全対象期間（1974－82）を通じ

て，わが国の銀行各業態において，

規模の経済性が存在する。その強さ

は，都銀，地銀，相銀の順に強い。

　2）都銀では1982年間除いて規

模の経済性が急速に強くなってきて

いるが，地銀ではほとんど変化がな

い0

　3）　都銀の費用関数は決定係数が

低下しつつあり，都銀全体として一

　4）　東京銀行は，外国為替専門銀行であり，他行と

著しく異なった費用構造をもっていると考えられるた

め，サンプルからはずした。また，沖縄，琉球銀行も

除外されている。

斉に規模の経済性が強化しているのではないこと

がうかがわれる。これに対して，地銀，相銀の決

定係数はほとんど変化していない。

　4）相銀の規模の経済性は若干大きくなり，

1980年以降，地銀と相銀の差はほとんど認められ

なくなってきている。

　これらの結論はかなり普遍的に成立するrobust

なもので，費用関数の定式化や規模の尺度のとり

方にほとんど依存しない7）。たとえば，賃金率を

　5）　シェア方程式を連立させて推定すると，都銀に

おいてもα2は有意になる。野間・筒井（1986）参照。

　6）　このうち，1）から3）までは，都銀と地銀に関

してだけ蝋山・首藤（1981）で指摘されている。

　7）　ただし，野間・筒井（1986）で示されているよう

に，資本のレンタル価格pとして，（減価償却費順：却

，

》

書
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除外した定式化によっても，推定バイアスによっ

てグラフ全体が多少上方に平行移動するだけで，

綴蛾磁鷺論る謙湛宏讐
た場合にも，これらの特徴は基本的に変わらない。

さらに，トランスログ関数の推定結果から各業態

について経費の規模弾力性の平均値を算出すると

図2のようになり，コブ・ダグラス型の場合（図

1）とふなり一致した動きを示す（詳細な説明は，

野間・筒井（1986）を参照されたい）。

3　規模の経済性の源泉

　本節では，前節において確認された諸特性，と

りわけ，最も顕著な変化である都銀の規模の経済

性強化の原因を規模の経済性の源泉までさかのぼ

って吟味したい。規模の経済性の存在はしばしば

銀行合併の正当化に使われる。しかし，銀行合併

が経費節約に役立つかどうかは，規模の経済性が

どのような原因で発生しているかに依存する。こ

れが，源泉を追究する理由である。

　3－1　制度的理由による規模の経済性

　　　　　　　　　　一自由化と国際化

　3－1－1CD発行と費用

　大規模銀行に対して制度的に有利な条件が与え

られ，る状況があったとしよう。この時，たしかに

規模拡大にともなって費用が増大する程度は低く

なり，規模の経済性が存在するようにみえる。し

かしそれは，制度的に生み出されたものであり，

したがってそのような制度的条件が将来にわたっ

て保証されないかぎり，必ずしも銀行合併は資源

節約に役立たない。

　規模とリンクして決められる有利な条件と言わ

れるものの中で，最近重要になってきたものとし

対象資産）を用いた揚合には，2）は成立しない。した

がって，2）が，生産財（資本設備）市場が完全であると

いう仮定に依存している可能性は完全には否定できな
い。しかし，（a）（減価償却費／償却対象資産）は，ほと

んど税制によって決まっており，現実の価格を反映し

ていない（b）減価償却費は物件費の一部に過ぎない，と

いう理由により，われわれは，このデータを使用する

よりも，全ての銀行にとって，資本のレンタル価格は

同一であるという仮定のほうが信頼できると考える。

　　　表3CD発行比率を加えた費用関数
推定式 誧落ｯ幽晦押ρIP）

再議，焦，1諜）1轟、塩，

1980　　　9．555（5．58）　　　16．123（3．27）　　　一4．100（一1．74）

1981　　　　7．916（5．57）　　　　1．062（0．16）　　　一4．443（一1．82）

　　　　　　　　　　　　　　一4．162（一1．91）　　　　　　　　　5．614（1．61）　　　5．685（4．66）1982

ては，CD（譲渡性預金）発行枠の決定がある。つ

まり，1979年のCD創設以来，発行日は各銀行

の資本金の何パーセントという形式で与えられて

きた。むろん，資本金と貸出額との間には密接な

関係がある。また，CD発行による資金の調達は，

通常の預金取り入れによる調達よりも取り扱い経

費が少なくてすむと想像される。したがって，実

際にCDの増大が銀行の費用節約に役立っている

ならば，貸出と費用との関係から見いだされた規

模の経済性の中には制度上の有利な条件が入り込

んでおり，「みせかけ」の規模の経済性にしゑす

ぎない可能性がある。

　全預金にしめるCDの割合（以下，　CD発行比

率と呼ぶ）と，費用および貸出との単相関を調べ

ると，都銀においても地銀においても大規模銀行

ほどCDの発行が多い。絶対量だけではなく，比

率についてもそうである。しかしながら，それが

費用の節約に役立つのかどうかという点に関して

は，都銀では一般に考えられているのと逆の傾向

が見られる。すなわち，CD発行比率を説明変数

に加えて費用関数を推定すると，その係数は都銀

では正になるのである（表3参照）8）。CD発行が

費用を減少させるのは地銀だけであり，都銀にお

いては費用節約に役立っていない。これはなぜな

のだろうか。

　この理由は，都銀がマネーポジシ。ン行であり

地銀がローンポジション行であるところに求めら

れ’るべきである。というのは，その銀行のポジシ

ョンによってCDのもつ意味が変わってくるから

である。よく知られているように，CD市揚はコ

ール・手形などの短期金融市場と密接な裁定関係

　8）　相銀については，CDを発行している銀行がま

だ少なく，額も多くないため，分析の対象に入れてい

ない。ただし，「銀行全体」の中には含まれている。
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にある。そこでの主役は，コーノレ・手形高揚から

大量の資金を取り入れていた都銀である（1982年

度末残で58％のシェア）。都銀にとってCDはコ

ール・手形資金の代替物と考えられる。ところが

これに対して，地銀が短期金融市揚から取り入れ

ていた資金は少なく，したがってCD市場でのシ

ェアも小さい（同13．3％）。CDはコールや手形の

代替物でなく，預金に代わる資金調達手段である

可能性が強い。

・さて，銀行が負担する費用を利子費用と実物的

な費用に分けて考えてみよう。CDによる資金調

達と預金による調達を比べると，CDは預金に比

べて多額の利子を払わなければならないが，その

代わりに，預金獲得のための実物的な費用は少な

くてすむ。したがって，地銀にとっては，大規模

化をしてCDの発行比率を上げれば，小論が分析

対象としているような実物的な費用については節

約ができる。無論，その裏で利子費用は増大する。

一方，都銀の揚合には，コール・手形をCDで代

用しても，実物的な費用はさして節約できない。

　以上のように，銀行のポジションの観点からCD

の意味を考え直すことによって，上記の実証結果

を説明することが可能である。しかし，いずれに

しても，CD発行が費用節約に役立つのは地方銀

行だけであり，CD市揚での地方銀行の比重の低

さを考えると，CD発行に関する大規模化の制度

的利益はそれほど重要なものではないであろう。

また，CD発行枠の消化割合を見ると，都銀で

78．2％，地銀で40．7％（1982年度12月末残，『銀

行局金融年報』58年版より）である。つまり，規

模とCD発行枠を結ぶ制度的な条件が少なくとも

地銀については実質的な制約となっていないわけ

であり，このことからも，検出された規模の経済

性が規制から生まれたわけでないことがわかる。

　CDに限らず，預金を論功性資金の調達で代替

することは，他の事情一定にして営業費用を減少

させるであろう。規模の経済性の推定値にバイア

スを生じさせるという意味では，これ’は重要な論

点であるが，上記のCDの問題とは次の2点で異

なっていることに注意すべきである。第1に，コ

ール・手形市揚からの資金の取入れは規制のあり

Vol．38　No．3

ようとは関係がなく，現先引揚からの調達は大銀

行にとって不利なように規制されてきた。したが

って，もしこれらの下下性資金の利用が都銀の規

模の経済性の上昇を説明したとしても，それは規

制に依るものとはいえない。第2に，コール・手

形市揚からの取入れは昭和50年代に入ってから

相対的に減少を続けているので，それが都銀の規

模の経済性の上昇を説明するとは考えられない。

　コール・手形市揚からの調達比率（（コールマネ

ー＋売り渡し手形）／預金）をCDの揚合と同じよ

うに説明変数に加えて推定すると，推定されたそ

の係数はほとんどの年度について負であるものの，

有意である年は少ない。この時，費用の規模弾性

値もわずかながら高く推定され，表1，2に示され’

た規模の経済性の一部は，市心性資金の調達を考

慮しなかったことに起因する推定バイアスを含ん

でいると解釈される。しかし，規模の経済性あり

という結論は変わらず，また，都銀の規模の経済

性の時系列的な上昇の程度も変わらない。

　3－1－2　国際化と費用

　次に，銀行の国際化が費用の節約に役立つかど

うか考えてみよう。民間銀行の国際化，たとえば

外国為替売買や海外店舗の増設については，・最近

自由化され’つつあるとはいえ，いまだに厳重に管

理されている。その認可基準は時により変わって

　　　　　表4海外要因を入れた費用関数
・
　
年
度

海外店舗数1
X舗数の係数

そのと　きの
o費弾力性

都銀1地銀 都銀1地銀

1975

1976

1977

1978

1979

1980

1981

1982

一1．925

（一1．17）

一4．095

（一1．29）

一2．132

（一1．00）

一3．976

（一1．57）

一4．064

（一1．45）

一5。864

（一2．62）

一6．016

（一2、13）

一4．066

（一1．50）

一〇．775

（一〇．04）

一9．765

（一〇56）

一14．740

（一〇．87）

一7．174

（一〇．87）

一4．837

（一〇．59）

一7．375

（一〇．86）

一14．506

（一1．79）

一22．264

（一2．73）

0．787

（10．82）

0．761

（8．68）

0．731

（11．51）

0．731

（9．65）

0．701

（8．99）

0．741

（11．25）

0，648

（7．61）

0．750

（8．23）

0．847

（31．94）

0．859

（35．73）

0．849

（35．79）

0．848

（3732）

0．846

（38．59）

0．853

（38・74）

0。871

（38．33）

0．865

（42．13）

1

●

9
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表5　Piecewise　Regressionの結果

　推定式109（7＝αo十α110gL

257

亀

年度1区釧・・

　　　1－41974

α1 副区分1・・
　　　　5－220．773

α1
歪・ P・（％）

1975

1976

1977

1978

1979

1980

1981

1982

1－7

1－9

1－7

1－9

1－8

1－9

1－9

1－9

一80．66

（一2．94）

　2．959

　（1．50）

　3．033

　（2．59）

　7．070

　（2．80）

　3．677

　（258）

　3．498

　（1．86）

　4．467

　（2．87）

　5．770

　（3．84）

　3．740

（2．79）

5．962

（3．35）

0．554

（4．32）

0．552

（7．24）

0．295

（1．82）

0．511

（5．57）

0．523

（4．36）

0．464

（4．67）

0。380

（4．01）

0．511

（6．86）

0。746

0．865

0．277

0．789

0．720

0．722

0．653

0．877

8－18

10－21

8－23

10－23

9－23

10－23

10－23

10－23

一2．859

（一6．80）

一3．887

（一5．74）

一2．327

（一2．70）

一3．862

（一4．98）

一3．498

（一2．81）

一4．256

（一4．25）

一3．065

（一2．59）

一1．926

（一1．99）

一〇。928

（一〇．94）

0．934

（31．27）

1．012

（21．08）

0．903

（14．63）

1．012

（18．43）

0．983

（11．08）

1．037

（14．77）

0．955

（1150）

0．871

（12．97）

0．800

（11．71）

0。983

Q．978

0．951

0．957

0．905

0．939

0。910

0．928

0．913

6．52

（0．740）

5．362

（3．132）

7．809

（0．335）

6．280

（0．801）

7．281

（o．449）

7．432

（o．413）

12，141

（0．040）

7．106

（0．497）

［注］1974年度は，まず22番目と23番目の間で，1975年度はまず18番目と19番目の問で切れる・1976年度はまず21番

　　目と22番目の間で切れる。

■

いるであろうが，何についても大規模行ほど認め

られやすいことは疑いない。したがって，もしも

銀行の国際化が費用の節約に役立つならば，前節

で規模の経済性として推定されたものの中には，

制度的な有利化を原因とするものが入り込む。

　表4では，海外店舗比率（海外店舗数／全店舗数）

を国際化の指標として，それを含めた費用関係を

推定している9）。これによると，海外店舗比率で

見た国際化が，必ずしも有意度は高くないが，費

用を節約する方向にはたらいていることがわかる。

　したがって，もしも規模拡大にともなって認可

される海外店舗の数が増えるのならば，前節で推

定した経費の規模弾力性は本来の規模と経費との

技術的な関係に比べて過小に推定されていたこと

になる。しかし，過小推定の程度はせいぜい0．07

前後であり，規模の経済性ありという結論をくつ

がえすほどではない。もっとも，過小推定の程度

が徐々に大きくなっていることは注意すべきであ

る。たとえば都銀の丁合，1975年には約0．005で

あったものが，1981年には0．06に達している。

　9）国際化の指標として外国為替／総資産をとった

揚合には費用との有意な関係がなかった。

この間，都銀の規模の経済性として推定されたも

のは約0．18上昇しているから，上昇分の3分の1

については，都銀の国際化とその規制の仕方に原

因があり，真の意味で規模の経済性が上昇したわ

けではないことがわかる。

　3－2　都市銀行の内部格差

　2節で述べたように，都銀グループにおいては，

規模の経済性が強くなると同時に，グループ内の

散らばりが大きくなってきている。この事実は，

都銀の中でも大規模都市銀行は経費の観点からま

すます効率的になる一方，小規模都市銀行は相対

的に非効率になってきていることを示唆している

ように思われる。そこで本節では，都銀グループ

の規模の経済性が上昇したのは，都銀内の格差が

広がったためであるという推測の正否を検討して

みたいQ

　基本的な考え方は次のとおりである。まず，都

銀全体を相異なるグループに分割することが適切

であるかどうかを検討する。このためには，たと

えば，都銀に上位地銀を加えて全サンプルとし，

これを何らかの尺度で分割してみるのが一案であ

ろう。グルーピングの手法としては，piecewise
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regressionを使用する10）。もし，都銀が2つの小

グループに分けられ’れば，その各グループの費用

関数の推定値を比較することによって，上記の推

測を吟味できるであろう。

　われわれは，東京銀行および第一勧銀を除いた

都銀11行に，各年の上位地銀12行を加え，全サ

ンプルを構成する11）。貸出残高でみたこれらの銀

行の序列はほとんど変化していない。とくに，16，

17位を占める足利，千葉両行までの順位は，1979

－1981年度において横浜銀行が北海道拓殖銀行の

上位に，また1974－78年度に三井銀行が7位また

は6位に下がっていることを除けば不動である。

これらの銀行を貸出残高の大きい1頂に並べること

にしよう。

　最小クラスターサイズを3とし，（8）について

piecewise　regressionを適用した結果が表5であ

る12）。そこには，各年度について，（1）全サンプ

ルを2分割するとしたらどこで切るべきか，（2）

区分されたサンプルにおける費用関数の推定値，

（3）両区分での推定値が同一であるという帰無仮

説に対するChow検定のF値，およびそれ’に対

応した棄却域の水準，すなわちこの区分が誤りで

ある確率（％）を示している。

　表5の結果で最も注目され’るのは，大和銀行

（第9位）と埼玉銀行（第10位）の間で全サンプル

が2分割される年度が多いことである。これに対

し，最初に地方銀行内部で分割されるのは，1974

10）　まず，サンプルを最：小の塊（minimum　cluster，

ここでは3つのデータから成る）に分解し，各々につい

て（8）を推定し，最：もフィットのよいclusterを五exd

clusterとする。ここで，フィットのよさは，残差平

方和を自由度で除した尺度で測る。次に，この五xed

clusterに隣接したサンプル（1っのデータまたは五xed

cluster）を付け加えたclusterをも候補にいれ，これ

らのうちで最もフィットのよいものを新しい丘xed
clusterとする。この過程を，全サンプルが1っの丘xed

clusterにまとめられるまで繰り返す。　McGee　and
Carleton（1970）参照。

11）第一勧銀を含めると大銀行グループの係数が全

年度について有意でなく，しかも経費の弾力性の大き

さが全く安定しないため，サンプルから除いた。

12）lm〃を除いた定式化を採用したのは，表1に
示したように，都市銀行についてはこの変数が有意で

なかったからである。
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年と75年度の2回にすぎない。都銀と地銀の境

界で2分割されるのは皆無である。これは，業態

別に分析を進めてきたこれ’までの方法に反省を迫

る驚くべき結果である。この結果によれば，従来

計測されてきた「都銀」の規模の経済性は，本来

まとめるべきでないサンプルをひとまとめにした

ために，正確でない。むしろ表5に示された第1

グループの推定結果を採用するべきであろう。

　表5はさらに3つの事実を明らかにしている。

第1に，そこでの上位グループの規模の経済性は

従来都銀についていわれていたよりもはるかに強

い。すなわち，経費の規模弾力性は0．55－0．38で

ある。もっともこれはサンプルから第一勧銀を除

いた影響のほうが強いかもしれない。第2に，信

頼性の低い1974年と77年度の結果を除外して眺

めると，上位行グループの規模の経済性は，2－2

項で都銀について確認されたのと全く同様の傾向

を示している。第3に，下位行グループ（埼玉，

北拓および上位地銀12行）にはほとんど規模の経

済性が認められ’ない。表2に示された地銀全体の

結果と比べても，1982年度以外の全ての期間につ

いて，規模の経済性は小さい。この第3の事実は，

1地銀も同一視できない複数のグループから成って

いるのかもしれないという疑問を抱かせる。この

問題の究明は将来の課題としたい。

　さて，若干問題のある1974，75，77年度の推定

値を無視し，その他の年度について上位行グルー

プと下位行グループとの規模弾力性の値の推移を

比較すると，それほど明瞭ではないものの，1981

年度まではその格差は拡大していることが分かる。

このことは，最近の都銀の規模の経済性の急上昇

の少なくとも一部は，上位行・下位行間の格差の

拡大に起因していることを示唆している。

　3－3　規模の経済性の源泉

一貸出を分解した分析

銀行の貸出残高の増加のしかたには2つのルー

トが老えられる。そのひとつは，貸出1件あたり

の貸出額（貸出サイズ）が増加したために貸出全体

が増加した揚合，もうひとつは，顧客ないしは貸

出先の数が増えた揚合である。そして，たとえ貸

出の増加額が同じであったとしても，それに必要

」

．
－
一
－
馴
「

●

■
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　　　図3a　貸出の分解（都銀，相銀）

61：貸出サイズの弾力性，δ2＝：貸出件数の弾力性

ll》妻1縫
　　　　　　　　　　　＼、

0．7

o，6

　　　　　キ

＼／
0．5
1974　　　75　　　　76　　　　77　　　　7δ　　　　79　　　　80　　　　81　　　　82　年度

　　　　図3b　貸出の分解（地銀）
δ1：貸出サイズの弾力性，62：貸出件数の弾力性
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節では，このような推測が正しいか

どうかを検討する。

　貸出サイズ拡大は費用を増加させ

ず，件数の増加のみが費用の増加に

寄与するのかどうかを調べるために，

田村（1972）およびLongbrake　and

Haslem（1975）にならって，

0．96

0．91

0．86

0．81

0．76

　　　　キ

＼／＼＼＿／＼

一＋一ま也銀δ1

－o一地銀碗

0．71

　1974　75　　76　　77　　78　　79　　80　　81　82年度

とされる費用は増加のルートによって異なるであ

ろう。たとえば，貸出取引にともなう契約書の作

成や口座開設，記帳などのコストは，：貸出のサイ

ズがどうあろうとあまり：左右されないかもしれな

い。もしそうであるならば，貸出サイズの拡大は

費用を増加させず，貸出件数の増加に比例して費

用が増えるはずである。貸出件数に関する節約こ

そ重要であり，貸出サイズの増大によってもた

らされた節約は効率化とは無縁な「厳密に金銭

的な規模の経済」であるという議論もある（田村

（1972））。このように考えると，近年の都銀の規

模の経済性の急速な増大は，都銀の上位行が貸出

サイズを拡大したのに対し，下位行はそれほどで

はなかったということに起因している可能性があ

る。それは「効率化」とは無縁かもしれない。本

（12）1nα＝わ。＋ゐ、lnZ虚＋δ21nπ¢

　　　　　　6＝1，2，…　，1

　　　　ただし，ゐ＝かπ

　　　　（左貸出額　Z：貸出サ

　　　　イズ　π：貸出件数）

を推定することにしよう。ここでる1

は，貸出の件数は一定のままで貸出

サイズを拡大したときの経費の増加

の仕方を示し，経費の貸出サイズ弾

力性と呼ぶことができる。δ2はいわ

ば経費の貸出件数弾力性である。

　上述の考えが正しければ，δ1＝

0，b2＝1となるはずである。実際，

Longbrake　alld　Haslem（1975）は，

これはアメリカにおける預金の例で

あるが，口座数については経費の弾

力性・が1前後，サイズについては

0．3前後の値を報告しており，厳密

にゐ1＝0，ゐ2＝1ではないものの両者

の値にかなり違いのあることを示している。一方，

田村（1972）は，わが国の銀行について（12）と同様

の式を推定し，ゐ2はb1より大きいものの両者に

それほど差がないという結果を得ている。われわ

れは，各業態について数年にわたって（12）式を推

定し，業態によってb1およびゐ2の値がどのよう

に異なるか，それが時系列的にどう変化している

かを見ることにする。

　図3a，　bには，業態毎に，貸出サイズの規模の経

済性と貸出件数のそれが年次的にどのように変化

してきたかをグラフにして示した。これから，以

下の諸点がわかる。まず，どの業態においてもみ2

は有意に1より小さく，61は0よりも大きい。ま

た，図3a，bに示されているように，貸出件数弾

力性62が貸出サイズ弾力性ゐ1を上回るというこ
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とは必ずしも言えない。たとえば1978年以前の

都銀，1982年度の相銀では61の方が大きい。し

たがって，貸出サイズの拡大によって，近年の都

銀の規模の経済性の動きを説明するのはむずかし

いと結論される。

　次に，これらの係数の動きは業態によってかな

り相違している。たとえば都銀については，貸出

件数の経済性が貸出サイズの経済性よりもはるか

に大きかった。しかし近年，貸出件数の経済性は

あまり変化しないのに対して，貸出サイズの経済

性は急速に強まり，両者の値はほとんど差がなく

なっている。すなわち，都市銀行において規模の

経済性が強まりつつあるという事実は，貸出サイ

ズに関する経済性の増大がおもな原因であったこ

とがわかる。地銀の丁合は，貸出サイズの経済性

が貸出件数の経済性より強く，それ’らの推移は安

定している。相銀については，従来両者に顕著な

差がなかったが，最近になって貸出件数の経済性

が多少強まりつつある。要するに，都銀，相銀の

規模の経済性の上昇は，それぞれ，貸出サイズ，

貸出件数の経済性の上昇によるものであるという

のが本節の結論である。

　さて，ゐ↓が0でなく，しかも，業態によって多

少差はあるもののゐ2に近い値をとるということ

は，貸出件数に比例して増える経費だけを考慮す

る分析は不適切であることを示唆している。貸出

額を一定に保ったとき，貸出サイズの拡大，それ

ゆえ貸出件数の減少は，リスクプールの観点から

は不利である。これがBaltensperger（1972）の言

うリスクコストである。貸出サイズの拡大は記帳

などのコスト（オペレーションコスト）節約の面か

らは望ましいが，リスクコストの面からは望まし

くなく，銀行は両者のバランスをとって貸出サイ

ズを決定すると想定される。このようなモデルで

あればδ1，わ2についても厳密な意味づけができる

かもしれない。しかしその検討は小論の範囲を越

える。

　3－4　技術進歩と規模の経済性　　　　　．

　2節の費用関数の定式化においては，技術進歩

の影響を考慮しなかった。技術進歩は，労働節約

的，資本節約的，中立的技術進歩に分類される。

Vol．38　No，3

このうち，中立的技術進歩は規模の経済性とは無

関係である。したがって，クロスセクション回帰

の結果を時系列的に比較するという2節の方法は，

中立的技術進歩を規模の経済性の増大と誤って解

釈した可能性がある。ここでは，中立的技術進歩

を明示的にモデルに取り込むことによって，その

影響を分離しても，規模の経済性の増加が起きて

いたかどうかを吟味しよう。

　計測期間にわたって，中立的技術進歩率κ，は

一定であり，生産の労働弾力性および資本弾力性

はそれ’それ一定の率ξおよびηで上昇（あるいは

低下）すると仮定しよう。

　この仮定のもとでは，コブ・ダグラス生産関数

は，

（13）

と表される。

銀行を，

（13）に双対な費用関数は，

（14）

111玩‘ゴん十κ6十α1nN5，‘十ゐ1nK‘，‘

　　　　　→一ξ孟h1エ〉：5，‘

　　　　　十η亡1nK‘，‘

　　　　　　む＝＝1，・・。，9，　乞＝1，・。・，110

　　ここで，んは定数であり，添字乞は

亡は期間（1974年を1とする）を示す。

lnσ乞，‘＝ん’一｛κ／［α十δ十（ξ十η）6］｝6

　十｛1／［α一←ゐ十（ξ十η）6］｝1n．乙乞，ε

　十｛（δ十η6）／［α一i一ゐ十（ξ十η）6］｝1nω乞，‘

　十｛（α＋ξの／［α十6十（ξ十η）司｝1nPz，‘

となる。規模の経済性はξ＋ηの率で変化するこ

とになる。したがって，プーリング・データ推定

によって，ξおよびηが推定されれば，中立的技

術進歩を考慮に入れても，規模の経済性の上昇が

あったかどうかを知ることができよう。

　人件費および物件費のシェアはそれぞれ，（14）

の1nωおよび1npの係数に一致するので，ξお

よびηは，2〃，p一定めもとで，資本および労働が

時系列的に減少する比率を表す。この意味で，ξ

は資本節約的技術進歩率，ηは労働節約的技術進

歩率であると解釈できるであろう。

　費用関数（14）はξ，ηについて非線形なので，こ

こでは，生産関数（13）を直接推定することにしよ

う。Nとしては従業員数，　Kには物件費を資本形

成デフレーター（SNA，1975年度＝100）で除した

データを用いる。後者は，同一時点では全銀行が

■

畢
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表6技術進歩の影響
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全体

都銀

地銀

相銀

定数項

3．320

（45．29）

4．396

（5．20）

3．424

（26．63）

3．984

（28．17）

α

1092V

0，972

（2454）

0．499

（3．44）

1．055

（21．72）

0．771

（12．55）

b

log　K

0．239

（7．36）

0．577

（4．17）

0．149

（3．71）

0．332

（7．01）

　ξ

孟109エV

一〇，0394

（一5．61）

一〇，0325

（一1．34）

一〇．0119

（一1．29）

一〇．0175

（一1．69）

　η

ε109K

0．0352

（6。08）

0．0381

（1。70）

0．0124

（1．61）

0．0229

（2．74）

ご

　0．0765

（6．22）

一〇．0387

（一〇．25）

　0．0544

（2．35）

　0．0203
（o．85）

　

頁
N
0．988

1323

0．894

117

0．981

567

0．975

639

α＋ゐ＋‘（ξ＋η）

孟＝1　　　　‘＝9

1．2068

1．0816

1．2045

1．1084

1．173

1．126

1．209

1．152

同一の資本のレンタル価格に直面しているという

仮定のもとで正当化される。

　（13）を都銀，地銀，相銀，および，全体につい

てOLS推定した結果が，表6である。残念なが

ら，推定結果は十分満足のいくものではない。地

銀をサンプルとする推定では，労働の弾力性が画

き過ぎる。ξ，η，κの有意性は低い揚合が多く，こ

れらの間の多重共線性の存在が疑われる。実際，

multicollinearity　coe茄cient（Theil（1971））は0．99

を超えている。したがって，あまり多くの情報を

表6から引き出すことは差し控えねばならないが，

ここでは一応，点推定値に基づいて計測結果を整

理しておこう。

　規模の経済性は各業態において全期間にわたっ

て認められる。規模の経済性の上昇は各業態で認

められるが，地銀のそれは極めて小さい。これら

の結果は，2節で，費用関数のクロスセクション

回帰を通じて得られた結果と整合的である。しか

し，都銀の規模の経済性が最も小さい点は違って

いる。中立的技術進歩は地銀および「全体」では

有意に正であるが，都銀および相銀では有意でな

い。ηが正，ξが負という結果は，労働節約的技

術進歩の存在を示唆している。

4結論と課題

　小論の結論を要約しよう。

　われわれはまず，業態によって規模の経済性の

程度はかなり違っており，最近の変化も一律でな

いことを見いだした。なかでも，都銀の規模の経

済性が急速に強化してきている。見いだされ’た規

模の経済性の一部は制度的理由から生じたもので

あるが，貸出と費用との間に存在する技術的な性

質に起因する部分も存在する。

　都銀の規模の経済性強化は，都銀グループ全体

の規模の経済性強化だけによって生み出されたの

でなく，都銀内部での上下格差の拡大も重要な要

因である。また，規模の経済性の源泉の面から各

業態を比較すると，都銀において規模の経済性が

強化してきた原因は，貸出サイズに関して経費節

約の効果が高まったためであるのに対し，相銀で

は貸出件数の経済性が高くなったことが原因であ

る。地銀においては，以前から貸出サイズの経済

性が高く貸出件数の経済性は低い。中立的技術進

歩の存在を考慮にいれても，規模の経済性の上昇

は確認される。

　小論の分析には数多くの問題が残されている。

まず，銀行業をどのように捉えるのか掘り下げて

いない点があげられる。小論は銀行の産出量は貸

出額で十分に把握できると仮定し，それと費用の

関係を調べた。しかし，銀行の果たしている多様

な機能とそれぞれに必要とされる資源との関係を

追究することが望ましいことは言うまでもない。

　貸出を分解した分析に理論的な基礎が欠けてい

るのも問題である。われわれは，過去の研究にな

らって，貸出サイズ，貸出件数と費用との関係を

調べたが，その定式化はアドホックであり，銀行

がどのような意思決定をしているかはほとんど考

察されていない。推定作業から得られた係数は，

業態によって，また時期によって，特徴的な動き

を示していて興味深いが，これらを適切に解釈す

るためにも（12）がどのような理論モデルによって

導かれるかを明らかにする必要があろう。技術進
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歩の問題．にはより慎重な定式化が必要であろう。

　トランスログ関数および資本のレンタル価格の

影響については，紙幅あ制約によって小論に収め

ることが出来なかった。別の機会に論じたい（関

心のある読者は，野間・筒井（1986），（1987）を参

照されたい）。

　小論は，最近の規模の経済性の推移について説

明されるべき定型的事実を提出し，その原因を追

究した。しかし残念ながら原因が十分に解明され

たとは言い難い。この研究が，今後数多くの研究

の新規参入をうながすヒとを期待したい。

　　　　　　　　　　（大阪大学・名古屋市立大学）
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